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資料６

道民提案の実現手法等に関する整理一覧表【特区提案として検討すべきもの】

大分類 Ａ 地域医療対策
中分類 地方病院の経営健全化

提案数
実現した場合に考えられる 関係 個票

小分類 細分類 概 要 重複 事実関係等の整理 実現するために考えられる手法
メリット・デメリット

摘 要
部課 番号

除く

２５５

地方の実 公立病院のオ 公立病院で診療を行う開業 １ １ ・ 開業医等が病院のオープン化に伴う開 ・ 医療法の特例 （メリット） 保) 3317A

態に即し ープン化に係 医を、医師標準数の中に含 放病床入院者への診療や医療機器の共同 ・ 医師標準数に医師数が足りないことに 医務薬

た医療従 る医師標準数 められるようにする。 利用により診療を行う場合は、自らが主 より診療報酬額が減額される公立病院に 務課

事者の配 の特例 治医である特定の患者のみの診療である とっては経営負担の軽減に繋がる可能性

置 ため医師標準数に算定できない。 がある。

・ 開業医等が診療支援として公的病院の （デメリット）

患者の診療にあたる場合は、現行法令内 ・ 地方部における医師は充足していない

で医師標準数に算定できる。 ことから、患者に対する医療の質の向上

・ 医師の配置数は医療法第２１条で規定 には繋がらない。

されている。
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道民提案の実現手法等に関する整理一覧表【特区提案として検討すべきもの】

大分類 Ｄ 経済振興対策
中分類 その他

提案数
実現した場合に考えられる 関係 個票

小分類 細分類 概 要 重複 事実関係等の整理 実現するために考えられる手法
メリット・デメリット

摘 要
部課 番号

除く

２５６

物流・人 高速道路の無 高速道路を無料化する。物 １ １ ・ 高速道路等における有料道路制度は、 ・ 道路整備特別措置法の特例 （メリット） 建) 3319D

材移動の 料化 流コストが削減され、本道 限られた財源の中で早期に道路整備を行 ・ 物流コストが削減され、経済活性化に 道路課

活性化 経済が活性化するととも うことを目的とした仕組みであり、道路 資するとともに、道民の行動範囲が広が

に、道民の行動範囲が広が 建設等に係る費用を借り入れ、供用後に り広域的な経済圏の形成が促進される。

り、広域的な経済圏の形成 料金を徴収することによって当該借入金 （デメリット）

が促進される。 の償還に充てることを基本的枠組みとし ・ 高速利用料金を無料とすると、利用者

ている。 から徴収している負担を他の財源に求め

・ 平成１７年までは、日本道路公団が国 なければならないほか、全国規模での債

からの施行命令を受け、高速道路の建設 務返済計画に支障を来し、北海道に新た

･管理等に係る費用の借り入れ、料金徴 な負担が発生することもあり得る。

収を行ってきたが、平成１７年の公団民 ・ 現在、供用されている区間は道央圏中

営化により、道内の高速道路建設は東日 心であり、仮に高速道路を無料にして、

本高速道路㈱(以下、会社)に、高速道路 負担を利用者からではなく公費で行うと

施設の保有及び債務事務(公団時代の既 しても、地域により受益性に偏りがある

存債務を含む)は独立行政法人日本高速 ことから平等性を欠く。

道路保有債務返済機構(以下、機構)に、 ・ 財源確保が困難となる可能性があり、

それぞれ委譲された。平成１８年３月に その場合は高速道路整備に遅れを期すこ

機構と会社との間で協定が締結され、会 ととなる。

社は料金による収入を以て道路資産の貸

付料を機構に支払い、機構は４５年間で

(平成６２年まで)旧公団、会社に代わっ

て債務を完済することになっている。
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道民提案の実現手法等に関する整理一覧表【特区提案として検討すべきもの】

大分類 E 雇用対策
中分類 雇用対策

提案数
実現した場合に考えられる 関係 個票

小分類 細分類 概 要 重複 事実関係等の整理 実現するために考えられる手法
メリット・デメリット

摘 要
部課 番号

除く

２５７

労働環境 労働基準法の 現行法は工場労働者と鉱山 １ １ ・ 労働基準については、「賃金、就業時 ・ 労働基準法の特例 （メリット） 経) 3316E

の整備 条例化 労働者を念頭に置き、サー 間、休息その他の勤労条件に関する基準 ・ 地域の実情に合わせた労働基準を条例 雇用労

ビス業やホワイトカラーに は、法律でこれを定める」という憲法２ で設定できるようになる。 政課

真正面から対応していない ７条第２項の規定の趣旨から国が基準を （デメリット）

ため、労働基準法を条例化 全国統一的に定めることが要請されてお ・ 雇用者が道外にいる場合の取り扱いが

し、対応させるようにする。 り、労働条件を定める様々な法律の中で 困難。

中心となる法律である。 ・ 道内の雇用主が、道外の労働者を雇用

・ 労働基準法は、「労働者」を「職業の するときの取り扱いが困難。

種類を問わず、事業又は事務所に使用さ ・ 本州以南の労働者より、北海道の労働

れる者で、賃金を支払われる者」と定め 者の労働基準が下回ることがあり得る

ている（船員法に規定する船員等は一部 が、憲法上看過できることではない。

除外規定あり）。

・ 労働基準法は憲法第２５条（生存権）、

第２７条（労働権）に基づき労働条件の

基準を定めているため、法律で定める労

働条件の基準は、労働者が人たるに値す

る生活を営むための必要を満たすとい

う、最低限のものを定めるとともに、労

働者を使用する全ての事業所に適用され

る。
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道民提案の実現手法等に関する整理一覧表【特区提案として検討すべきもの】

大分類 Ｈ 地域振興対策
中分類 地方自治の強化

提案数
実現した場合に考えられる 関係 個票

小分類 細分類 概 要 重複 事実関係等の整理 実現するために考えられる手法
メリット・デメリット

摘 要
部課 番号

除く

２５８

基礎自治 郵便局の役場 郵便局で役場の支所の業務 １ １ ・ 市町村は支所、出張所を設けことがで ・ 地方公共団体の特定の事務の郵便局に （メリット） 企） 3322H

体の強化 の支所化 を行えるようにする。 きる。（地方自治法１５５条） おける取扱いに関する法律の改正等 ・ 住民サービスの向上 市町村

・ 郵便局において、戸籍謄本、住民票の ・ 市町村の組織及び運営の合理化に資す 課

写し、納税証明書などの交付の請求の受 る

付及び引渡しの事務といった、住民がよ （デメリット） 企）

く利用する市町村の特定の事務について ・ 職員の身分（郵便局職員への地方公務 地域主

は現行法で取り扱うことができる。 員法の適用ほか）、市町村長の指揮監督 権局

（地方公共団体の特定の事務の郵便局に など、市町村の組織及び運営の合理化に

おける取扱いに関する法律） 向け詳細な制度設計が必要。

・ 郵便局における市町村の支所としての

業務に要する費用の負担や算定のあり方

についても検討が必要。

２５９

基礎自治 政令市の法定 支庁の単位で市町村が合併 １ １ ・ 指定都市制度：人口５０万以上の市が ・ 地方自治法の改正等 （メリット） 既に類似アイデ 企） 3321H

体の強化 要件緩和 すれば、政令市とする 政令で指定（人口その他都市としての規 事務権限が強化され、市民の身近で行政 ア（政令市等の 市町村

模、行財政能力等において既存の指定都 を行うことが可能になり、次のような効果 法定要件緩和な 課

市と同等の実態を有するとみられる都市 が期待される ど）の提案があ

が指定されている。） ・市民サービスの向上 り、特区提案検 企）

・ 現時点、道内においては支庁管内のす ・地域特性を生かした施策の展開 討委員会から 地域主

べての市町村が合併するような動きは ・市全体の活性化 「将来の基礎自 権局

ない。 （デメリット） 治体の新モデル

対象となる市において、事務処理に必要 をつくる広域中

な専門的知識・技術を備えた組織を整備す 核市制度の創

る必要が生じる可能性がある 設」及び「指定

財政措置も含めた制度設計が行われなけ 都市等の要件設

れば、市の財政面に影響を与える 定権限の移譲」

として答申済み

(20.7.18)。

２６０

役割分担 国有林など国 国有林など国有財産を無償 １ １ ・ 国有林と民有林が一体となった森林づ ・ 国有財産法などの改正 （メリット） 水林） 3311H

の明確化 有財産の移管 で北海道に移管する。 くりを推進するため、既に道州制特別区 ・ 地域の需要動向に応じた資源の安定的 総務課

域計画の連携・共同事業として取り組ん な利用及び供給が可能。

でいる。 ・ 森林の管理について、国との連携、調

・ 国は国有林管理の一部独立行政法人化 整が不要となる。

を平成２１年度までに検討することとし （デメリット）

たところ。 ・ 管理面積の拡大により、巡視などの現

場管理が隅々まで行き届かない恐れ。
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提案数
実現した場合に考えられる 関係 個票

小分類 細分類 概 要 重複 事実関係等の整理 実現するために考えられる手法
メリット・デメリット

摘 要
部課 番号

除く

２６１

住民自治 都道府県議会 北海道議会議員の選挙区を １ １ ・ 都道府県議会議員の選挙区は、公職選 ・ 公職選挙法の特例 （メリット） 企） 3323H

の強化 議員の選挙区 公職選挙法で定めるのでは 挙法第１５条により郡市の区域によるこ ・ 地域の実情にあった選挙区の設定が可 市町村

の決定権限の なく、条例で定めることが ととされているが、道においては、公職 能になる。 課

移譲 できるようにする。 選挙法第２７１条の特例規定により支庁

の所管区域と市の区域とされている。 ※ 道議会議員の選挙区の区割りに関して

・ 都道府県議会議員の選挙区は、公職選 は、道議会の意向を尊重する必要がある。

挙法で定める基準に基づき、条例で定め

ることとされており、道においても「北

海道議会議員の定数並びに選挙区及び各

選挙区において選挙すべき議員の数に関

する条例」を制定しているところである。

・ 合区により選挙区を設ける場合は、行

政区画、地勢、交通等の事情を総合的に

考慮して合理的に行わなければならない

こととなっており、この基準に基づき選

挙区を検討する必要がある。

・ 北海道総合振興局設置条例を平成２１

年４月１日に施行するため、現在、国に

対して現行の選挙区を維持することがで

きるよう公職選挙法の改正を要望してい

るところであり、国においては法改正の

検討を行っているところである。このた

め、当該公職選挙法の改正の動向を踏ま

えた上で検討する必要がある。

２６２

その他 広域連合への 広域連合にも地方交付税を １ １ ・ 地方交付税は、地方公共団体間の財源 ・ 地方交付税法の特例 （メリット） 企） 3318H

地方交付税交 交付する。 の不均衡を調整し、どの地域に住む国民 ・ 広域連合の財源が増加する場合は、広 市町村

付 にも一定の行政サービスを提供できるよ 域連合が行う広域的な行政目的を達成す 課

う財源を保障するためのもので、地方の るための取り組みが、より一層促進され

固有財源であり、市町村及び都道府県に ることが期待される。

交付される。 （デメリット）

・ 広域連合等を組織している地方自治体 ・ 広域連合は構成市町村等の分担金をも

には、交付税の算定方法に特例がある。 って事務を行っているものを、広域連合

（地方交付税法第１３条第１０項） へも地方交付税を交付することで、構成

・ 道内の広域連合は１１団体ある（厚生 市町村等分の地方交付税総額が減少する

福祉４、環境衛生５，教育１、その他１） ことが予想される。

・ 地方交付税の交付団体について、都道

府県及び市町村に広域連合を加えること

は、地方交付税の計算が複雑となり、現

在進めている交付税の算定の簡素化に逆

行することとなる。



- 6 -

提案数
実現した場合に考えられる 関係 個票

小分類 細分類 概 要 重複 事実関係等の整理 実現するために考えられる手法
メリット・デメリット

摘 要
部課 番号

除く

その他 ２６３ 北海道開発局が北海道に移 １ １ ・ 提案は国の社会資本業務の道への統合 ・ 地方独立行政法人法などの特例 （メリット） 企）

社会資本関係 管されることを検討されて をも視野に入れているが、地方が国の社 ・ 効率的な業務執行を図れる 地域主 3320Ｈ

業務の地方独 いることを視野に、将来、 会資本業務全体を受け入れるには道民の 権局

立行政法人化 開発局と道が所管する社会 コンセンサスを得ることが必要。 （デメリット）

資本の整備が一体的に実施 ・ 地方独立行政法人の対象となる業務 ・ 災害対応、公正な事業執行など行政が

できるよう、道の社会資本 は、一定の収益が確保でき、自由な経営 直接担うべきことを、地方独立行政法人 社会資

関係業務を地方独立行政法 をする中で効率性と自立性を求めるもの に任せることの妥当性 本関係

人化し一般会計から切り離 ことができるものであるが、一部を除き ・ 安定した自己収入の確保など法人が自 部

し運営できるようにする。 社会資本の整備は税だけで賄われてお 立して運営できる環境が確保されなけれ （建設

り、収益性はない。 ば、設立団体（地方公共団体）からの運 部、農

・ 社会資本業務の中には地方独立行政法 営交付金への依存することとなるため、 政部、

人がその業務の対象としない「地方自治 道民の社会資本ニーズに応えることがで 水産林

体自らが主体となって 直接的に実施す きなくなる恐れがある。 務部）

る必要がある」ものがある。

災害対応は人命に関わることから迅速

な判断と実行が必要だが、そのときに自

治体とは別の意志決定を持つ法人それを

負わせることは疑問がある。

公正な事業執行を図るため、計画立案

と予算管理を地方自治法の縛りから離れ

る法人に任せることは難しい。

維持管理については、公物管理にも法

律に基づく許認可があり、直接、道が実

施しなければならない事務・事業がある

ことから、それらを全て法人に任せるこ

とは考えづらい。

・ 社会資本業務の事務・事業を分解し、

行政が担うべきものを除外するとする

と、施設の定型的な維持管理などが残る

が、既にそれらは民間委託により業務が

実施されており、民間の主体に委ねた場

合には 必ずしも実施されない恐れがあ

るとは言えず、このような業務は地方独

立行政法人の業務の対象外である

※ 地方独立行政法人

その地域において確実に実施される

必要のある事務・事業のうち、地方公

共団体自身が直接実施する必要が無い

ものの、民間の主体に委ねては確実な

実施が担保できない恐れがあるものを

効果的・効率的に行わせるため、地方

公共団体が設立する法人（地方独立行

政法人法第２条）

対象事業（同法第２１条）

１ 試験研究

２ 大学の設置・管理

３ 公営企業に相当する事業の経営

４ 社会福祉事業の経営

５ その他の公共的な施設の設置・管理
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道民提案の実現手法等に関する整理一覧表【特区提案として検討すべきもの】

大分類 Ｈ 地域振興対策
中分類 地域活性化

提案数
実現した場合に考えられる 関係 個票

小分類 細分類 概 要 重複 事実関係等の整理 実現するために考えられる手法
メリット・デメリット

摘 要
部課 番号

除く

２６４

道民に対 相続税に係る 北海道だけ相続税を無税に １ １ ・ 相続税は、相続や遺贈によって取得し ・ 相続税法の改正 （メリット） 企） 3313H

する優遇 特例 して、資産家の北海道への た財産などが基礎控除額を超える場合に ・ タックスヘイブンとして資産家の移住 地域主

措置 移住を促進する。 その超える部分に対して課税される。 が期待できる。 権局

※ 道内の課税状況 （デメリット）

Ｈ１７ 相続人 ２，２３７人 ・ 税としての「冨の再配分」という機能

納付税額 １４６億円 が失われ一部の富裕層の利益のみに繋が

Ｈ１８ 相続人 ２，４４７人 る恐れがある。

納付税額 ２０２億円 ・ 実際に移り住むことなく、住所のみ移

す可能性がある。

２６５

独自基準 木造建造物に 木造5階建ての建物を建て １ １ ・ 国民の生命、健康及び財産の保護を図 ・ 建築基準法等の特例 （メリット） 建） 3312H

の設定 係る基準の特 られるようにする。 り、もって公共の福祉の増進に資するこ ・ 木材需要の喚起につながる可能性があ 建設指

例 とを目的に、建築基準法により建築物の る。 導課

敷地、構造、設備及び用途に関する最低 （デメリット）

基準が定められている。 ・ 仮に、耐火構造の適用について緩和す

・ 防火関係については、建築基準法（第 ることとなると、火災時等には周辺の建

６１条、６２条）上、５階建てだと耐火 物も含めて被害が及ぶこととなり、住民

構造にすることが要求され、現行法で全 の生命・財産に危害が及ぶ恐れがある。

く対応不可能ではない （耐火性能検証 ・ 仮に、構造強度を緩和することとな

法）が、現実的には考えにくい。 ると地震時等には周辺の建物も含めて被

・ 構造関係については、構造計算により、 害が及ぶことも考えられ、住民の生命・

安全性が確かめられれば、現行法で全く 財産に危険が及ぶ恐れがある。

対応不可能ではないが、現実的には木材

で5階建の建物を支えるための強度を確

保するのは難しい。

※ 建築基準法第６条

建築物を木造とする場合は

・ 階数が３階以上

・ 延べ面積が５００㎡を超える

・ 高さが１３ｍを超える又は軒高が

９ｍを超える

場合のうちいずれかに該当する場合は

構造計算が必要となる。
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提案数
実現した場合に考えられる 関係 個票

小分類 細分類 概 要 重複 事実関係等の整理 実現するために考えられる手法
メリット・デメリット

摘 要
部課 番号

除く

２６６

その他 ＦＭ放送波の ＦＭ放送の周波数を放送波 １ １ ・ 国は、国内外で受発信する電波を、相 ・ 電波法の特例 （メリット） 企） 2302H

地方自治体へ として地方自治体に割り当 互に干渉や混信を起こさずに有効かつ公 ・ 住民や地域を訪れた観光客に地域に密 地域主

の割り当て てるとともに、それに係る 平に利用できるようにするため、電波法 着した情報を提供し、行政と住民の距離 権局

電波出力、技術、電波使用 により利用目的に応じた使用可能な周波 を狭めるとともに、産業振興に資する。

料にかかる基準を、電波出 数帯と電波の出力を定めている。 （デメリット）

力に応じて緩和する。 ・ 一般の放送局とは異なり、区町村内の ・ 使用できる周波数に余裕がなく過密に

一部の地域において放送できるコミュ 使用されている状況で、他の利用希望者

ニティ放送が平成４年１月に制度化さ との間で調整が必要である。

れており、同制度により地域の特色を生 ・ 電波の割り当てにより、新たな設備投

かした番組などを通じて地域のきめ細か 資や電波使用料の支払など財政負担が増

な情報を発信する事ができる。 加する。

２６７

自動車ナンバ 各陸運事務所名ではなく地 １ １ ・ 自動車登録番号は、自動車の使用の本 ・ 自動車登録規則の改正 （メリット） 企） 2303H

ーの特例 域特性を出すために｢オホ 拠の位置を管轄する運輸支局を表示する ・ 地域特性を活かしたナンバープレート 交通企

ーツク｣などの名称とする。 文字と組み合わせることとなっている。 が発行できる。 画課

優良運転者に｢北海道｣のナ （自動車登録規則第13条） （デメリット）

ンバーを交付する。 ・ 地域特性を出した名称については、｢ご ・ 優良運転者ナンバーについては、車両

当地ナンバー制度｣が平成１８年１０月 所有車と運転者が必ずしも一致しないこ

から実施されている。（道内では今まで と、また、殆どのドライバーがナンバー

要望がない） 変更の頻度が極めて少ない中で、優良運

転者の認定変更に伴うナンバー変更を行

う（ナンバーの地域名変更を行うときは、

番号も同時に変更する）ことが困難など、

実施面でクリアすべき課題が大きい。
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道民提案の実現手法等に関する整理一覧表【特区提案として検討すべきもの】

大分類 Ｊ 福祉
中分類 福祉

提案数
実現した場合に考えられる 関係 個票

小分類 細分類 概 要 重複 事実関係等の整理 実現するために考えられる手法
メリット・デメリット

摘 要
部課 番号

除く

２６８

福祉 社会保障関係 社会保障関係の各法、児童 １ １ ・ 生命、健康に係る最低限の基準を守る ・ 社会保障関係法の特例 （メリット） 保) 3315J

法の条例化 福祉法上の保育所の許認可 ために定めている児童福祉法など社会保 ・ 保育所の施設設備や職員配置数などに 総務課

など法律そのものを北海道 障関係の各法は、憲法２５条（生存権） ついて、地域の実情に応じた適切な保育

で条例化する。 の趣旨から国おいて定めることが望まし サービスの提供を図ることができるよう

い。 になる可能性がある。

・ 保育所の認可は都道府県の権限。 （デメリット）

・ 新たな道の基準が道以外の地域と比較

して下回ることになれば憲法の趣旨から

も看過できるものではない。上回ること

となれば、その財源措置が必要となる
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道民提案の実現手法等に関する整理一覧表【特区提案によらなくても対応可能なもの】

大分類 Ａ 地域医療対策
中分類 地方病院の経営健全化

提案数 理 由 等
関係 個票

小分類 細分類 概 要 重複 国 の 現行法令で 現行施策の推進で
そ の 他 部課 番号

除く 専掌事項 対応可能 対応可能

２５４

地方の実 学校医にかか 地方公立病院から派遣する １ １ ○ ・ 札幌市を除く道内小・中学校の学校医に委嘱される医師の30.4%は公立病院勤務であり、町村部では 保) 3314A

態に即し る医師標準数 学校医を、当該公立病院の その率は55.3%。また、学校医に委嘱されている医師の兼務校数は平均2.4校で、町村部では3.6校とな 医務薬

た医療従 の特例 医師標準数に含まれるよう る。 務課

事者の配 にする。 ・ 学校医として派遣される日数が年間１～２日であるため、実態としてこの分を医師の現員数から減じ

置 る取扱いとしていない。 教）

・ 医師の配置数は医療法第２１条で規定されている。（過疎地などについては軽減措置あり） 学校安
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